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2.　 地域包括支援センター 154ヶ所 病院またはクリニック　診療科内訳（複数回答有）
3.　 病院またはクリニック 30ヶ所 →
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表２：相談部署の配置人数
合計（人） 平均（人）
1.　認知症疾患医療センター 13ヶ所 69.5 5.35
2.　地域包括支援センター 154ヶ所 1,115 7.2























































主事 保健師 看護師 その他
１.　 認知症疾患




（人） 12.0 45.0 3.0 2.0 0.0 0.0 0.0 10.0
平均




（人） 307.0 19.5 39.5 264.5 377.5 10.0 47.0 198.0
平均




（人） 81.0 64.0 104.0 1.0 4.0 9.0 23.0 108.0
平均
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図12：連携することが多い職種
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本人や家族の受信拒否によって困難を感じる
ことが多いという複数の報告が存在する５）６）。
さらに，地域包括支援センターによる受診援
助に関しては，医師側の協力が得られればス
ムーズに運ぶという点が確認されており７），
地域包括支援センターと各医療機関との連携
が重要であることを示している。本研究の調
査では，各機関が連携を行っていることが確
認され，相談職同士はさまざまな形で互いに
連携を取っているが，さらに各機関の医療職
とも機関内での密な連携を進める必要がある
と考えられる。
　また，認知症の人本人や家族との相談方法
に関して，来所相談のみではなく，電話相談
や家庭訪問による相談，メール相談などさま
ざまな相談形式を活用していることが確認で
きた。認知症の人本人はもとより，家族介護
者も外出することは難しい場合も多く，来所
相談だけでは対応できない現状が示されてい
るともいえる。各機関では相談しやすい方法
を模索しながら，認知症の人本人や家族を支
えていると考えられる。認知症は進行によっ
て症状や対応に変化が生じるため，継続的に
相談できることは家族介護者が地域生活を続
ける上で重要であるため，このようにさまざ
ま方法での相談ができることは必要不可欠で
あるといえる。先に述べたように地域包括支
援センターは受診前や認知症の進行の中期程
度までが多く，その後医療機関の関わりが増
えている様相となっているが，認知症疾患医
療センターは各時期において同様の割合を示
していることから，継続的な相談に対応して
いると考えられる。地域包括支援センターと
の連携を行うことも設置基準とされている認
知症疾患医療センターは家族介護者にとって
必要な相談拠点であろう。しかし，センター
の偏在が指摘されており８），特にA県内では
政令指定都市であるB市において認知症疾患
医療センターが設置されていないという現状
もある。
　在宅での認知症者の介護にあたる家族介護
者には，認知症の症状の理解，その対処の仕
方に加え，認知症を受け入れるまでの過程が
必要となる場合も多い。認知症に関わる支援
にあたるさまざまな専門機関，専門職種が存
在するが，認知症介護にあたる家族介護者に
とっては，親身に相談にのってくれる社会福
祉専門職の存在は必要不可欠であると考え
る。専門機関が認知症の初期段階から終末期
までの経過に沿った一貫した相談体制を取れ
ることが理想であると考える。地域の中で誰
もが利用できる場所に，相談対応の基準や各
機関との連携体制を整えた専門機関を配置す
ることが望まれる。
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